
認知症の予防による社会生活機能の改善

1.基本的考え方

認知症は、個人の社会生活機能や生活の質を著しく低下させ、高齢化社会における社会負担を

増加させる。次期国民健康づくり運動プランでは、従来の内科系生活習慣病だけでなく認知症も

しくは認知機能低下の一次予防に積極的に取り組み、高齢者の社会生活機能と生活の質の改善を

図ることが重要である。

2.認知症の現状

最新の全国調査による 65歳以上の認知症高齢者の有病率は 12.4～ 19.6%(平均 14.4%)であ

り、推計 400万人以上となる (1)。 また、介護予防事業における認知症予防に向けた基本チェッ

クリストでの認知症リスクのある高齢者の出現率は全国 10市町村での悉皆調査 (6213名 )にお

いて 10.8～ 23.4%(平均 19.1%)で あった (2)。

3.次期国民健康づくリプランでの認知症の目標値の候補

1)介護予防事業における基本チェックリストによる認知症リスクのある者の割合を 5%下げる。
2)就労もしくは何らかの地域活動をしている高齢者の割合 (国民健康・栄養調査で評価してい
る項目に就労者を加えて評価指標に)の増加

4.認知症減少のための施策

目標を達成するためには、以下の施策が必要と考えられる。

①認知症に関する国民の啓発

②認知機能に関する健診・保健指導の推進

③認知症予防に有効な生活習慣改善のための情報提供

④高齢者の就労や社会活動参の増加と公平性の確保

5.認知症に関するエビデンス

平成 22年度の国民生活基礎調査によると、要介護ならびに要支援が必要となった原因において、

認知症が 15.3%と を占めていることから (3)、 認知症の予防は要介護ならびに生活機能の低下の

予防に重要である。認知症の発症は本人の生活の質や尊厳に関わるだけでなく、家族を中心とす

る周囲の人々の生活にも影響を与える。運動不足 。身体不活動が認知機能の低下のリスクである

ことが複数の大規模前向き研究により証明されている (4)。 また最近、わが国での軽度認知機能

障害 (MCI)高齢者に対する運動を中心とした無作為割付比較介入試験による認知機能低下抑制
の効果が報告されている (5,6)。
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次期プランの目標設定の考え方 (認知症 )

壮年期死亡の減少

軽度認知機能障害などの改善
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認知症の危険困子
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MC日高齢者を対象とした運動介入のエビデンス
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認知機能検査
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アンケート調査・血液検査
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脳形態・脳機能検査
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全対象者における群問比較
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健忘型MC日高齢者における群間比較

脳姜縮領城の割合 (全対象者) %   脳姜縮領域の割合 (健忘型MCI高齢10
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動の実施は、全般的な認知機
能の低下抑制効果を認めた
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運動器の健康

1.次期国民健康づくり運動の企画に向けて
21世紀における国民健康づくり運動として、壮年期死亡の減少と健康寿命延

伸及び生活の質向上を目的に「健康日本 21」 が展開されてきた。その最終評価

の中で、今後の新たな課題として「要介護状態を予防するための取り組みの推

進、中でも生活機能低下予防とロコモ予防」や 「高齢者、女性の健康」などが

指摘されている。その対応には、運動器 (骨・関節・神経・筋肉)の健康力向
上とその維持が求められる。実際、厚労省の国民生活調査でも自覚症状として

男女とも腰痛や肩こり、関節痛などの運動器障害が上位を占め、要支援・要介

護となる原因でも関節疾患や骨折・転倒が上位にランクされている。その要介

護状態に陥るきつかけは、筋骨格系疾患による下肢機能の低下や基礎的体力の

低下が引き金となり、要支援 。要介護の重症化に向かうことが厚労省資料でも

示されている。そして、これら運動器の問題は、個人の社会生活機能や生活の

質を著しく低下させ、高齢社会における社会負担を増加させている。

歩行や運動習慣は糖尿病など生活習慣病予防を含めた全ての健康維持に極め

て重要であり、「健康づくりのための運動指針 2006」 で示された“1に運動、
2に食事、・・・"ゃ “健康づくりに 1日 1万歩 "、 そして生活習慣病対策とし
て歩行を含めた運動療法などを行わせるには何よりも「運動器の健康」が必要

条件と言える。つまり、中高年以降では腰痛や膝痛、下肢機能や基礎体力低下

など「運動器の障害」により “歩けない、運動出来ない"状態に陥っているた
め、閉じこもりや体重増加、下肢機能悪化、精神面悪化などの悪循環に陥るこ

ととなり、結果的に生活習慣病や要介護者の増加に繋がる。その基盤には骨粗

承症やサルコペニア (筋肉量減少)、 関節症などの進行があるが、今後さらに高

齢化が進むわが国において、これらの運動器障害への対策は急務であり、健康

寿命延伸における重要課題の一つと言えよう。

これらの運動器障害、運動機能低下は骨や関節、膝や腰といつた 1組織、 1

部位の評価や治療だけでは効果が得られず、骨 。関節・神経・筋肉全体を含め

て運動器の機能を評価する必要がある。これらが連動して運動機能低下をもた

らすことから、ロコモテイプシンドローム (運動器症候群)と いう概念で捉えて

いくことが重要であることが明らかとなってきた。本症候群は、運動器の障害、

機能低下によつて要支援や要介護になるリスクの高い状態であり、このロコモ

を次期国民健康づくり運動の一つの柱として展開することを提言する。このロ

コモの重要性について国民の認知を向上させ、運動習慣を励行することにより
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ロコモとメタボの対策を含めて健康寿命延伸に貢献するものと思われる。

そこで、次期国民健康づ くり運動プランでは、従来の内科系生活習慣病 とと

もに運動器の健康維持に向けて学童期から積極的に「運動器の健康」に取 り組

み、生活機能 と生活の質の維持・向上を図ることが重要である。

2。 人口動態・疾患動態 と運動器の問題点 :現状分析

現実化 した長寿・超高齢社会においては、国民がより健康で明るく元気に生

活できる社会の構築は必要不可欠であり、国民が求めている「健康」とは 「健

康寿命延伸」そのものである。

人 口動態と運動器 :ますます高齢化が進行 し、2030年には高齢者比率が現在

の 23%か ら 30%を超えることが予想されている。中でも、65歳以上の 1人暮
らしは 2009年時で 414万世帯、75歳以上の 1人暮らしも 2000年時で 139万

世帯、それが 2025年には何と422万世帯になるとの驚くべき数値が出されてい

る。高齢者の 1人暮らしが増加することは、個人個人が責任をもつて自分の健

康管理に当たることと、行政が施策を講 じ、国として高齢者の健康管理、健康

支援を積極的に行つていくことが必要であり、高齢社会に適 した社会環境の整

備も重要であるが、何より健全な社会生活を営む上では 「運動器の健康」が最

重要課題である。そのためにも、より積極的な高齢者健康管理への支援、介入、

予防が求められる。

疾患動態と運動器 :死亡原因 1位の癌対策や発症 200万人以上と言われてい

る認知症への対策、また心臓病や脳血管障害などのリスクファクターとされて

いる生活習慣病対策なども重要ではあるが、骨粗愁症や関節・椎間板変性、筋

肉量減少などを基盤にした変形性関節症 。脊椎症、脊柱管狭窄症、骨粗愁症性

椎体骨折などに伴 う膝痛や腰痛、そして、転倒による大腿骨頚部骨折など、要

支援・要介護の原因になっている運動器疾患対策はより重要である。そのため

には、小学校から健康診断に運動器を加え、小中学生から運動を積極的に行わ

せて骨粗承症対策を早期から開始しておくことや、運動器の重要性を啓発する

こと、そして、社会人になってからも健康診断に必ず骨 。関節 。脊椎・筋力・

バランス機能等の運動器機能の健診を実施 し、健康な運動器を高齢になっても

維持 させておくことが重要である。女性に多い骨粗愁症も、これからは高血圧

と同様に予防 。対策を講 じるべき疾患である。 この高齢社会で重要視 されるベ

き疾患群である生活習慣病 と運動器疾患の罹患数を比較すると、推計であるが

高血圧 4000万人、糖尿病 870万人 (予備軍 1050万人)、 高脂血症 2200万人、

肥満症 2300万人、メタボリックシン ドローム 940万人 (予備軍 1020万人)、
これに対 し運動器疾患は変形性腰椎 3790万人 (有症数 1100万人)、 変形性膝

関節 2530万人 (有症数 820万人 )、 大腿骨頚部骨折 14万人/年間、骨粗承症
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1280万人、ロコモテイブシンドローム 4700万人と言われている。罹患数から見
ても生活習慣病と運動器疾患は同等で、要支援・要介護の面からも運動器疾患

の重要度が高いことは明らかであり、健康寿命延伸には運動器疾患対策がキー

といえる。

3。 「運動器の健康」維持のための施策
「運動器の健康」維持 。向上のためには、以下の施策を講じる必要がある。

1)健康寿命延伸における「運動器の健康」 と「ロコモ」の重要性に関する国
民への啓発

2)運動器に関する健診、保健指導の展開
3)「運動器の健康」増進に有効な生活習慣改善のための情報提供

4)「運動器の健康」維持・向上に必要な運動や食生活の改善、指導
5)運動を行えるための環境整備

4.ロ コモおよび運動器の障害、機能低下の疫学とその予後、健康寿命への影
響ならびに予防に関するエビデンス

1)ロ コモの認知度は、「名前だけ知っている」ないし「内容もある程度知っ
ている」合わせて(男性 16%、 女性 21%と メタボに比べて明らかに低い。
2)腰痛や肩こり、関節炎は国民の有訴率の上位にある。
3)要支援・要介護の原因には運動器障害 (関節疾患、骨折)が上位にある。
4)40歳以上の骨粗承症の有病率は、腰椎で男性 3.4%、 女性 19.2%、 大腿
骨頚部で男性 12.4%、 女性 26.5%で ある。

5)骨密度は思春期でほぼ決定し、その時期での運動量が影響する。思春期
における低骨量女子の割合は 14%である。
6)高齢者の日常生活低下はDXA骨塩量低下と関連がある。
7)骨粗愁症性脊椎骨折は生命予後に影響し、骨折数が多いほど死亡率も増
加する (骨折が 3個以上になると、死亡率は骨折のない人の 4倍 )。
8)骨粗愁症性脊椎骨折はQOLス コアに影響し、骨折数が増加するほど身
体機能 0不健康感、背部痛・疲労感スコアは悪化する。

9)大腿骨頚部骨折は年間 14万人発生し、その 3ノ4は骨密度が低下し、転倒
が原因である。また、受傷後 25%が寝たきりとなり、特に受傷前に室内
歩行程度の人は、受傷後 6割が寝たきりとなる。
10)大腿骨頚部骨折は生命予後に大きく影響し、ビタミンD不足例が多い。
11)骨粗愁症性脊椎骨折 0大腿骨頚部骨折患者の 95%は治療薬を月反用してい
ない。

12)骨粗愁症性脊椎骨折患者の 45%は大腿骨頚部骨折への連鎖がみられる。
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13)高齢者でも片脚起立運動と膝伸展運動により。、累積転倒回数は減少し、
転倒率を 44%、 骨折を 47%減少させる。
14)高齢者でも背筋運動により、骨粗愁症性脊椎骨折を半減させる可能性が
ある。

15)複数脊椎骨折に対する骨粗祗症治療薬ビスフォスフォネー トは再骨折を
90%抑制する。
16)閉経後の中等度運動は骨量の維持にある程度有効である。
17)高齢者における中等度の運動は骨量維持にある程度有効である。
18)日 本人の筋骨格系関連1曼性疼痛の発生頻度は 18歳以上で男性 13.6%、 女
性 16.8%である。

19)腰痛や膝痛は女性では多数回の転倒およびQOL低 下に関連する。
20)男性の腰痛は膝痛よりも健康関連QOLに より強く関連する。
21)腰痛の通院者率は男性 4.0%、 女性 5.7%と 高い。
22)症候性膝関節症は身体的QOLが 有意に低い。
23)メ タボの要素があることは膝関節症の存在と関連がある。
24)膝 関節症による疼痛に対して、大腿四頭筋を中心とした運動療法は有効
である。

5。 次期国民健康づくリプランでの「運動器の健康」に関する日標設定

1) ロコモの認知率をメタボ並み程度に上げる。ロコモ体操の啓発。
2)運 動器健診 (ロ コモチェックを含む)を取り入れ、骨粗愁症健診率を高
める。

3) 思春期の低骨量女子の害1合を減少させ、骨粗承症有病率を下げる。
4) 思春期から運動習慣を身に付けさせ、日常生活歩数を増加させる。
5)転 倒・骨折を減少さるため、片脚起立運動等の運動指導を推奨し、開眼
片脚起立時間 20秒以上に該当する高齢者の害1合を増加させる。
6)食 生活を改善し、ビタミンD・ カルシウム摂取量を増やす。
7)適 切な身体運動を啓発し、運動器1曼性疼痛 (腰痛、膝痛など)有訴者率
ないし通院者率を下げる。
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要支援・要介護
平成10年度■民生活薔睫■査より

●
●
●
●

2000年4月スタート   ■
(予測 )

総対■者敏 :218万2000人

【要支援+要介護 I=84万2000人 ――――――――‐―‐
*運度器疾患・外傷が多い

2006年 3月 ―――→ 2014年度

456万人(現在、495万人)

224万人  -320万 人】

高齢社会で重要視されるべき疾患群は?

生活習慣病 運動器疾患

高血圧症   :4000万 人

麟鳳病    : 870万 人
(予備群:1050万人)

[血液透析患者 :  28万人]

高■ユ症   : 22oO万人

肥満症    :2300万人
メタホ

""シ

ンド『トム:・ 040万人

変形性腰椎(産):ご100万人(推定)
く有症数(推定):1100万人>

変形性臓口節(症):250o万人(推定)

く有症数(推定):820万人>

大■骨頚部骨折 :14万人/年

骨租経症    :1070万人
ロモテイプ
"ド
ローム :4700万人(推定)

認知症 :208万人、 自殺者:3万人強/年くうつ病対策>
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高齢者の 能低下には特徴がある
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転倒・骨折、関節症等の筋骨格系疾患による下肢機能や基礎的体カ
の低下が引き金となり要支援・要介順の■症化へと向かう!!

(厚生労働省資料)

国民の自覚症状口受診病名ベスト5
厚生労●省 国民生活調査 (人口1000人に対して)

∞

∞

“

わ

。

① ∈》咳・痰量暉
まり
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高血圧症(壺整)糖尿病 ムシ歯
富冒嚢患
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体が  頭痛
だるい

0軽 度者の
れを分析す

運動器障害 |

聰像は多llであるが、認定データからな餘者の場|●
`F下
の経時的な流

3ことが分かる.
、下肢機能の維持向上やこれを支える栄姜プログラムが重要になる。

上がリ ロ片足での立位 遭助署の障害が最終的には食事や
記憶等の全身障害に影響を及ぼす

●歩行 日A辱 饉の管理 ■つめ切

ロズボン3の 口移ED ●B常の籠思決宇

口|サ
'尿

/排便

口患Uの・r・ F

〇 〇 〇
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平成2年度厚生労働科学研究費補助金
(障害者対策総合 研究事業)研究計画(指定型) 研究代表者 :戸山芳昭

筋骨格系の慢性疼痛に係わる調査研究

◆目的   >慢性落痛に関する疵学的エビデンスの収集、整理
>課題抽出、費間票の作成
>疲学調査の実施、解析、報告

◆対象   >全国ランダム抽出サンプル 約12000名
>18歳以上の男女
>全国無作力抽出
>性、年齢、地域を日本全国の人口構成に合わせる

◆デザイン >時間断面疵学調査
>■同票日め置き、回収

Nakamura pt ctai:」 Orthop Sci.20H

筋骨格系慢性疼痛の発生頻度
女性

男性

500/O

年齢分布

慢性落痛の定義

・現在からlヶ月以内に落痛出現

・ 6ヶ月以上の持続期間期間

・VASが4以上の疼痛

¨

”

∞

”

・

ピずピぴ∫∫ぶ∫
6
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運動器疾患合併 (骨折口膝痛口腰痛など)

*安全に歩行可能な高齢者の増加

中Eサルコペニア(筋肉量減少)

要介護、寝たきり高齢者

要介護軽症者の増加とその原因

要支援12の原因
・関節疾患
・骨折・転側
・高齢による老衰
が多い
ロコモが要支援1 2
の45%を超える

‖
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■■支艦 ι口姜支援1  ■亜支援2 ■嬌嬌的 リ コ晏介言, 日姜介に2
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歩けない、運動出来ない _

生活習慣病増加 !

下肢運動機能低下、体菫増加、閉じこもり、精神面悪化・・¨

要介護度別認定者数の推移



未病

進行

発症

生活活
動制限

ロコモティプシンドローム (運動器症候群)の構成要素

痛み、機能低下

生活活動制限、00L低下、晏介饉

●の輌みは男性で日●■■0■ 1ヽ 110尊

“

,と強く10日 (κいる
日ネ人女颯で諄● 麟

“

は■●にQ■低下に口●する

アウポリックシンド●―ムの■,がヽることは●
"の
専こと口■があ●

呻aは薔ιよく使用するような暉彙●■6と口連びある

生活習慣と運輸器障害
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ロコモテイブシンドローム健動器症候群)
運動器の障害によって要介護の状態や要支援になるリスク
の高い状態

ロコチェック

1)片脚立ちで、靴下がはけない

2)家の中でつまずいたり、滑つたりする

3)階段を上がるのに、手すりが必要である

4)横断歩道を青信号で演りきれない

5)15分くらい続けて歩けない

6)2kga度の買い物(1リットルの牛ルくック2日程度)をして持ち帰るのが困難である

7)家の や や 菫 い仕 事 喘 除機の使用、市回の上げ下ろしなど)が困 難 である

地域コホート研究 (ROADプロジエクト)

画像所見と

“

み
M哺 嗜S NabmuttK.etaL O彙 oo7t柿

“ “

出 o"2∞ 9
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曲がる部位  動かす/制動する部位
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ライフステ…ジに応じたロコモ対策 (提案の特徴)

特徴:立ち上がリテスト、片足立ちテストの実施
立ち上がリテスト、片足立ちテストで対象者は運動器力の低下を直感的に理解できる
20～ 60歳代にも適応可能である
自党することにより4L続しやすくなる
定量性があり経過を客観的にフォローできる

特徴 :ライフステージに応じた対応

ライフステージに応じた運動と食事、―貫したアプローチが可能、一般に受け入れやすい

特徴 :運動処方スクワットと片足立ち

ハイリスク者にも一定の配慮で実施可能、通所型への不参加者へも適応できる
電話等の連絡でも運動の継続が可能、効果をあげることができる 効果が確認されている
健康寿命の延伸に貢献礎 る

特徴 :メタボ対策への貢献
生活習慣型と身体活動型に応したロコモ対策で障害を減少できる
メタボ実施率を上げることができる
定期的な運動実行者が増加し、メタボ対策の効果を上げることができる

立ち上がリテスト
(体重支持力のテスト)

国10 立ち上がリテストを用いた機誌推定と置動プログラム例

簡単に測定できる。20歳代から使用できる

村永信吾 (2010):progress h Medにine

嗜。¬‖三■11117

立ち上Jリ テスト 台の高さ 俸整比 立ち上が,年麟 通鶏レベル

層ml(3LS)

“

cm不可 03以下 ―    'マ フト[働
40o■ 平均o3 いま錮

30輛 平均o35 80歳代 水申運贄

20 crn 平均o4 70点代
フイットネスバイク

10 om 平均as 60繊代

40輌 06
`0～
50aFt l散 歩

30 cm 0_7 30饉化 ジョギング

20 cnt Q9 20歳代 レクレーションスポーツ

10cm 10厳代 難蒙スポーッ
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名前だけ知つている

あなたは “ロコモ (ロコモティプシンドロー

ム)"
という言葉を聞いた事が

年代別ロコモの認矢□度
■

　

■

聞いた事があり
内容もある程度知つている ・ 関讐ξttg窪畠知つている

日 名前だけ知っている

”

∞

■

∞

”

“

∞

”

”

０

40ft 50代 60ft 70ft 80- 40代 50代 60ft 70ft 80～

長野県小海町の40歳以上住民調査“回答率8596(2791名 )2010年2～3月実施

西日准敏糧(慶大公衆衛生学)

『ロコモティマシントローム (運動器症候群)」認知度は十分でない

メタボ健診にくみいれることでメタボ同等の認知度にアップできる
く,● :「メタポリンクシンドローム〈メタポ),2知度との比毅>

。 「0コモティプシンド●―ム」の29●度は全体で130%で、―方
'メ

タポリックシンドローム」の2知度は全体で94496.
・  rメ タポリックシンドロームJの認知は、性別.年 lt"による大きな奎はなく、認知事は,鶴を超える.

04 あなたは:●コモテイプシンドCl―ム(●コモ)1についてご存知ですか。tSハ )
0:2あなたは

'´
ケポリックシンド●―ムでメタボ),に ,tヽでご存知‐ か.(SA,

調査手法 インターネット田壼 佳X年代別で各セル12サンブル酬 うシタ),7 日本整移外T4学会、ロヨモチャレンジ協饉会調査〈2011)

口 1嗜を31ビ

“

f`ヽ:  ■
^8●
●Ⅲ●〈匈it嗜 ■ 昴■2ゴ

“
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十今後の大きな問題点である

年齢階級別骨折数と発生率

働 融
麟 ら.●Ⅲ〕 搬 県における組 瓢 鮒 推 細 責 σl議、

500

400

3000

2500

2000

1500

1000

500

0

-49  ^55 ～
`0  “

5  -70  ～75 -30  ～85  JO  ～,5 ～100 ～■:|い

‐口男性骨折数 ‐■女性骨折数 ― 男性発生率 ― 女性発生率

我が国における大腿骨頚部骨折患者数の予測

嘲 ― ―    『長●8-m● A―組 願口
・
FO― Eおよび動

に関する全ロロ壼J(主任腑 :―  鳥取大学E9-  「H)より

(人〕

3000,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

現在 :約 14万人/年

20万人

10万人
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受傷原因 大腿骨頚部骨折患者に

骨粗髯症患者が占める割合

骨折の2/3～3/4は転倒・転落が原因
転倒防止訓練が必要

骨め強度ニ

骨密度〈70%?)
+

骨質 (3096?)

どのくらいの方が寝たきりになるか ?

25%が寝たきリヘ
II受傷前の歩行状態が悪い方ほど回復悪い

量正常
22%

(S ls ES,et al.Arch lはen Med 16411103‐ 12.20041

回転落・事故
■ 記憶無し
口寝ていて・
捻つて

大腿骨頚部骨折受傷前の歩行状態

…66-
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０５

累
積
生
存
率

(°/o)

100

死亡率 (0/。 )

80 1 _●_

-0-―

大腿骨頚部骨折後の生存率

高橋栄明 :長寿科学総合研究 平成6年度研究報告生184-6,1995

3456
生存期間 (年 )

大腿骨頸部骨折と生命予後
Johnc11 0,et.al:Osteoporos lnt.2004 Jal;15(1):38-42

椎体o=99o
大腿骨 (n‐ 1143)

統骨(n=237)

上腕骨(n=473)

`0 1  -

40

20

経過

012345け rs.)

椎体骨折,大腿骨頚部骨折の生命予後は非常に悪く,上肢の骨折では生命予後
の変化はみられない。

――男性 (n=485)
一―女性 (n=1587)
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危険因子
BIID補正あり BNID補正なし

RR 959る CI RR 95%CI

BMI(20vs25 kym2)

BIII(30vs25 kg/m2)

50歳以上

大腿骨骨折の家族歴

喫煙
ステロイド使用
1日 2単位以上の飲酒

関節リウマチ

195

083

185

227
184
231

168

195

17～22
07～ 10
16～22
15γ35
15～22
17～32
12～24
11～34

142

100

162

228
160

225
170

173

12～ 17

08～ 12

13～20
15-35
13～20
16～32
12～24
09～32

大腿骨頚部/転子部骨折の危険因子 <診療ガイドラインより>

1)骨密度低下(Grade A)

2)脆弱性骨折の既住

3)骨代謝マーカー高値(Grade B)

4)血中ビタミンb低値

5)親の大腿骨頚部骨折既住

★ :予防可能な危険因子

★ 6)甲状腺機能克進症、性腺機能低下症、胃切除の既住

7)大腿骨頸部長が長い

★

　

★

8)加齢

★ 9)低体重

★10)喫煙

★11)多量のカフェイン摂取(Grade C)

★12)非常に低い血清エストラジオール値

Crndc A=質の高いエビデンスが複数ある

Crnde B=質の高いエビデンスが1つ、または中等産

の質の高いエビデンスが複数ある
Crade C=中等度のエビデンスが少なくとも1つある

BNID:骨密度,BNⅡ Bodv Massllldcx,CI:信 頼区間,RR:相 対危険度

M留1蹟離°〕留 う鶴 Ч翻 ち淵 誅瀧 島1為
した危険因子であることが示された。

大腿骨頚部骨折の年齢調整リスク比

Katlis JA,d ali Osteoporoslnt 2005:16(6)5819
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日本人における骨粗継症と椎体骨折の有病率

(%)70

60

50

有  40
病

ヨ置 30

20

10

0
50-59  60-69  70-79  

年齢  5●59  6C149  7卜79  8い
(歳 )

70歳以上では男女とも骨粗義症例の半分以上に椎体骨折がある。

椎体骨折とQOIJ●ア
Si:voman SL etal,内蔵hHtis Rheum.44:2011…2019,2001

身体機能

０
０
Ｌ
ス
コ
ア

（Ｏ
Ｐ
Ａ
Ｏ

．
）

不健康感
転倒不安な 腰背部痛

疲労感

40
趾

1234●
以上

012340
以上

新

…

迫脅折数●OPAQ:08t●●pOrooi3 A3●●33mellt Ouattonnah

■■骨粗継症
●ヨ椎体骨折
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脊椎骨折と生命予後

・ 椎体骨折の有無は生命予後に影響を与える
一吉村典子 【骨租霧症のEBM】  骨租継症による椎体・非椎体
骨折の生命予後のEBM医学のあゆみ 212,2005.

=死 亡率↑

CenterJR et al.Lancet 353,1999

死亡率 (%)

大腿骨頸部骨折と生命予後
Johne11 0,et.al:Osteoporos lnt.2004 Jan;15(1):3842.

一
一
一
一

椎体 (n‐ 991)

大騒骨 (■ =H13)
機骨ln=23つ
上腕骨cll=47o

紐
ｍ

椎体骨折,大腿骨頚部骨折の生命予後は非常に悪く,上肢の骨折では生命予後
の変化はみられない。
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若い頃〈中。高校)に運動を
積極的に行い、骨量頂値を
上げておくことが重要 !

運動と骨量に関する介入研究 有効
閉経後

著者 出奥

Sinak,M,et a:
Bone 30:836‐

841,2002

Uusi‐ RasI K,et
Bone 33:132‐

143.20D3

Vuorl:,et al.
Ca10,Tissue
ln1 55 i 5967.

1994

Mayouス‐ Caldf mssue
mt 60:34ιBenhamou MA,

et 1997

Madda:o22● GR
et a:

Caldf■ ssue
lnt 66:399‐

2000

Bravo C,et al

J Am CeHatr
Soc 44:756‐

762,1996

Kerr D,et al
」Bone Miner
Res ll 1 21●

225,1996

」Bone Miner
Res 14:125‐

運動は骨量の維持にはある程度有効 :

ジヤンプを主としたエ

アロビックとステップ

荷菫負荷運動(歩行、
ベンチ昇降)、 エアロビ
クス、柔軟体操

レジスタンストレーニン

グ (上腕と大露部に負
荷を実施)

8回 X3セットo「
20回 X3セット

エアロビクスとステッ
プエクササイズ

Heinonen A,et a:

-71-
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高齢者 運動と骨量に関する介入研究 有効

著者 運動の内容 強度 時間 頻度 期間 箱果 出典

Jessup Jt eta:.

レジスタンストレー
ニング、歩行、階段
昇降、バランスト
レーニングを実施

1時間 3回′週 32週 ●

Biol Res Nurs

4:171‐ 180,
2003

Prum LA,et aL
レジスタンストレーニ
ング

高強度:lRM
の8096、 低強
度::MRの
4096

低強度で高
強度の倍の
回数

12ヶ月 X
」Bone Miner

Res 1011788‐
:795,1995

Taare DR eta:

大量部のレジスタンス
トレーニング、レッグプ
レス、ニーエクステン
ション、ニーフレクショ
ン

高強度 :
lRMの
8096.低強
度:lMRの

““

高強度は7

回 X3セッ
ト、低強度
は14回 X3
セット

3回′遍 52週 高強度
で0

C!in Physlol

:6:381‐392,
1996

Pa‖ brd■ et at
段の昇降または段の
昇降+電気劇激 300ステップ 6週 ▲

J Nutr Hea‖ h

Aging 7:117
119 2003

Lord SR,et al

運動プログラム(大魔
四頭筋の筋力、姿勢
動揺、レジスタンス ト
レーニング、協調性、
バランスを含む)

2回′遇 12ヶ月
▲

Osteoporos int

6:361‐367,
1996

Huuskonen」 .et
al エアロビック運動

V°2moの
40-60%

60分 5回′週 4年
X Osteopo「os“

121349‐355.
2001

Brooke●ハぬve‖ K,

et al 速歩 平均169分 12ヶ月 ▲

OsteopOros lnt

121581‐587.

運動は骨量の維持にある程度有効となる可能性はある , 1

複数椎体骨折に対するビスフォスフォネートの抑制効果

VERT‐NA7MN試験 (リセドロネート)

（Ｓ
）掛
州
颯

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

1日 sl`

『educlon

:90%
pくo ool

VSプラセポ群

リセドロネート  lva“ NB et● L,
5mg′日投与群  揺田躍

=耐

Me.b,
プラセボ投与群

*基礎研究の成果により、有効な骨粗藤症治療業が登場 !!
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年齢別発生率 :骨折のドミノ(連鎖)

上腕骨近位端骨折

人口10万人当たリ

2000

1500

発
生
率
1000

500

0

50～59   60～69   フ0～ 79   80～ 89   90～99 歳

・脊椎骨折⇒大腿骨頚部骨折へ連鎖
・脊椎圧迫骨折時点からの予防対策が重要

(佐久閥真由羮、生沼武男 JBMM 2008)



運動療法による転倒・骨折予防効果 (第78回日本整形外科学会)

(%)

70

ω

50

40

30

20

10

0

転倒予防効果
(%)

12

10

8

6

4

2

0

4510/1減少

‐ 転倒者数率

く卜 のべ転倒率
J卜 脅折者数率

開始時

ぃ =H18)

転倒者数率
のべ転倒率

8ケ月後   1年後
ぃ=4571  ぃ=358)

:転倒者数/全患者聟年
:転倒回蜘 全患者聟 年

開始時   8ケ 月後    1年 後

ぃ =1118) (n=45つ    い =358)

骨折者数率 :骨折詢 全患者数/年





膝OAに対するRCTによる運動療法のこれまでの主要な報告

著者      年  施行期間 患者数 方法

K●veL PA     1992  8w   92  精

Schke,」 M   1996  8w  90 等速脚 筋、屈筋ヨ1練

Ethngel WH   1997 18 m  365 有麟暉運動または筋力訓練

Roghd,H    1998  3m  22 フイツ曜 体操、ストレッチ、バランス、筋力訓1練
o'良 ei‖ y・ SC    1999  6m   191  筋力訓練

MangOne,KK  1999 10w  39 高負荷または低負荷での自転車IJレゴメーター訓練

MaureL BT    1999  8w  l13 等速性および等尺性四頭肪訓練

Dey峰,GD    2000  4w  83 徒手療法および下肢筋力」l練
MessieL SP   2000 24 w  24 下肢筋力訓練、歩行およびダイエット
Hopman‐ Roc`M 2CK10  6w  105 有酸素運動、筋力]1順および教育によるセリレフマネージメント
Petrdh,R」   2000  8w  177 漸進性ホームエクササイズ
HJben,」     2001 12m  69 有酸素ホーノ、Tクササイズ
Pen‖nx,BW   2001 18 m  250 有酸素または無酸素運動のホームエクササイズ

我が国でも運動療法の有効性は介入研究で示されている
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生涯の健康づくり(特に生活習慣病予陶

における母子保健領城・未成年の課題

1.母子保偉僣壌 。未威年における生活習慣璃予防の屎■
1)小児の肥満が約 10%(平成 21年 )
2)20、 30代女性のやせの増加 (昭和 61年 196%(20代 )、 86%(30代)→平成 21年 223%
(20代 )、 143%(30代))思春期の不健康やせ*の増カロ(55%(02)→ 76%(05)→195%

(09)健やか親子 21)

3)35歳以上の妊娠・出産の増加、低出生体重児の増カロ(30歳以上の母の出生害J合 561%、
2500g未満の出生割合 96%平 成 21年人口動態統計)
4)妊婦・未成年の喫煙 (高校 3年生男子 128% 平成 21年 )、 飲酒 (271% 平成 21年 )
5)10代後半の朝食欠食の急増 (7‐ 14歳 65%→ 15‐ 19歳 184%→ 20‐ 29歳 300% 国民健康・
栄養調査 平成 20年 (男性))
6)10代後半の死因の第 1位が自殺 (男女ともに増カロ傾向 平成 22年 )
7)産後うつが約 10% (健やか親子 21)

8)歯周病所見が 5‐ 14歳の 43%(平成 17年度歯科疾患実態調査)**
9)社会経済格差の拡大 (子 どもは一番影響を受けやすい)

2.対策案
1)健康学習 (防煙、食生活 。適正体重 (特に妊婦、子ども)、 メンタルヘルス、運動)
2)健康情報の活用 (出生前から高校までの個別健康データベースの構築及び子どもの健康ファ
イル (仮称)十

‐の活用)

3)胎児期生活習慣病発症説 (DOHaD***Ⅲ)を念頭に置いた取組
4)思春期のメンタルヘルスに対する学校、医療機関の対応
5)未成年が出入りする場所での喫煙対策 (特に飲食店)
6)歯周病予防の啓発と指導
7)保健医療福祉の連携強化

*「
不健康やせ」は以下の2つの条件のいずれかに該当するもの

① 体重がその児本来の体重のパーセンタイル値より1標準偏差以上、下方ヘシフトしているもの。

② その児本来の体重のパーセンタイル値からの下方シフトは 1標準偏差以下であるが、身長が本

来のパーセンタイル値より上方にシフトしており、本来の発育のパーセンタイル値からのシフト

が身長、体重合わせて 15標準偏差以上のもの。

‥
出生前・子どものときからの生活習慣病対策 日本学術会議 2008年
精 *母
子健康手帳の情報、手L幼児健診、学校保健、受療履歴などの突合データベースを構築し、
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その個別フアイル (子 どもの健康ファイル)を保護者が持ち、子どもの健康維持に活用する。

ホ*替 DOHaD(Developmental or増 hS OfaduL health and ttsease)は 、胎児期から手L幼児期の

環境が、生涯の健康を左右すると言う概念で、低出生体重児は、生活習慣病のハイリスクになる

とされている。国内外でその疫学的検証や妊娠する前の母親に対する健康教育等が行われている。

出生数及び出生児体重2500g未満(1500g未満)の出生割合の年次推移
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参考資料 5

(医政局7月 11日 時点まとめ)

(岩手県、宮城県、福島県の病院についてのみ医政局9月 15日時点まとめ)

病院数

東日本大震災による被害状況

全壊 一部損壊
※1

岩手県 94 3 59

宮城県 147 5 123

福島県 139 2 108

上記3県
小計

380 10 290

青森県 104 0 0

茨城県 175 0 167

栃木県 109 0 79

千葉県 283 0 32

新潟県 130 0 12

長野県 132 0 1

合計 1,313 10 581

■
■
　
つ
４

※

※
全壊及び―都損壊の範囲は、県の判断による。「一部損壌」には、建物の一部が利用不可能になるものから施設等の損壊まで含まれうる。
一部確認中の病院・診療所がある。

診療所数 東日本大震災による被害状況

医科 歯科
全壊 一部損壊

Xl

医科 歯科 医科 歯科

岩手県 927 613 38 46 76 79

宮城県 1,626 1,065 43 32 584 372

福島県 1,483 919 2 5 516 376

上記3県
小計

4,036 2,597 83 83 1!176 827

青森県 574 937 0 0 0 0

茨城県 1,756 1,430 1 2 532 429

栃木県 1,462 996 0 0 0 0

千葉県 3,754 3,206 0 0 228 206

新潟県 1,363 1,185 0 0 0 0

長野県 1,622 1,016 0 0 0 0

合計 14,567 11,367 84 85 1,936 1,462



災地の社会
(社会・援護局5月 13日 時点まとめ)

被災施設数

児童福祉施設 老人福祉施設 障害福祉施設 その他福祉施設

全壊
一部

損壊
※1 全壊

一部
損壊

全壊
一部
損壊

全壊 一部損壊

岩手県 208 ●
ι 29 9 92 9 ＾

υ
Ｒ
υ 0 1

宮城県 333 13 131 2 54 122 0 0

福島県 334 2 92 1 168 0 70 0 1

上記3県小計 875 27 252 12 314 20 248 0 2

青森県 2 2 0 0 0

茨城県 439 322 117 0 0

栃木県
つ
′ 65 5 1 0

千葉県 34 7 24 3 0

新潟県 44 21 21 1 1

長野県 8 3 3 2 0

全国
※2 1,626 752 547 319 8

参考:施設数は、被害のあった施設類型のうち主立ったものについて、平成21年度の各種統計を元に集計すると、岩手県2.142、 宮城県2,712、 福島県2,352、 3県合計で7206である。
※1全壊及び一部損壊の範囲は、県の判断による。「一部損壊」には、建物の一部が利用不可能になるものから設備等の損壊まで含まれうる。
※2表中の9県のほかは、北海道、秋田県、山形県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、岐阜県、静岡県、愛知県から回答。




